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上 場 会 社 名  株式会社 髙 島 屋              上場取引所    大・東 

コ ー ド 番 号  ８２３３                                     本社所在都道府県 大阪府 
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代 表 者 役職名    取締役社長 氏名  鈴 木  弘 治 
問合せ先責任者 役職名    広報・ＩＲ室長 氏名  森 島   敏  ＴＥＬ 03－3246－4636
決算取締役会開催日  平成18年10月10日      米国会計基準採用の有無      有・◯無 

１．18年8月中間期の連結業績（平成18年3月1日～平成18年8月31日） 

（１）連 結 経 営 成 績              (注)記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
 営 業 収 益         

〔 売 上 高 〕         
営 業 利 益          経 常 利 益         

 
18年8月中間期 

 
17年8月中間期 

 

      百万円   ％  （実質）
   ５１２,０５４   3.0  ( 1.9) 
〔  ４９０,７１３    3.0〕 ( 1.8) 
   ４９７,０５１ △ 1.4  (△1.0) 
〔  ４７６,２４２ △ 1.7〕 (△1.4) 

百万円   ％ 
  １４,８２１     3.0 
 
   １４,３８４   22.4 
 

     百万円   ％ 
  １７,５１８      4.9 
 
１６,７０６   18.1 

 
1 8 年 2 月 期 １,０３１,１５０     0.5     (0.6) 

 〔 ９８９,４７１     0.3〕   (0.4) 
    ３２,７５５    13.0 ３６,７５２     12.5 

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 1株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式調整後1株当たり 
中間（当期）純利益 

 
18年8月中間期 
17年8月中間期 

           百万円   ％  
          ９,７４１  23.9 

   ７,８６２  45.6 

               円      銭 
         ２９     ８６ 
         ２５     ５１ 

円      銭
         ２８     ６１ 
           ２４     ３８ 

1 8 年 2 月 期        ２１,１９２   51.9          ６８     ７６        ６５     ７５ 

(注)①持分法投資損益    18年8月中間期      907百万円    17年8月中間期  1,062百万円    18年2月期   2,324百万円 

②期中平均株式数（連結）18年8月中間期  326,239,805株    17年8月中間期 308,156,636株    18年2月期308,182,800株 

③会計処理の方法の変更  有・◯無 

④営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期（前期）増減率 

⑤連結子会社の決算期変更を考慮した実質的な営業収益の増減率は当中間期 1.9%、前中間期△1.0%及び前連結会計年度 

0.6%であります。 

（２）連 結 財 政 状 態 
 総 資 産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 
18年8月中間期 
17年8月中間期 

百万円 
７７２,０８６ 
７６６,６７７ 

百万円
      ２６５,１６２ 
      ２０５,６４７ 

％ 
３４.３ 
２６.８ 

     円   銭 
８０９  ９８ 
６６７  ３７ 

1 8 年 2 月 期 ７６５,４８７    ２２７,２５５ ２９.７   ７３７    ２５ 

(注)期末発行済株式数（連結）18年8月中間期 326,634,589株  17年8月中間期308,143,052株  18年2月期308,245,898株 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー          

投資活動による          
キャッシュ・フロー          

財務活動による          
キャッシュ・フロー          

現金及び現金同等物          
期 末 残 高          

 
18年8月中間期 
17年8月中間期 

百万円 
    ４,７３７ 

１６,３５９ 

百万円
   △１１，４７８
     １，４２８

百万円 
      ４，４４１ 
     △８，７３９ 

百万円
     ４９，４０２
        ７０，９８２

1 8 年 2 月 期 ２８,７７２      △６，８６５   △３２，５４４         ５１，５９５
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項    （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結子会社数２６社 持分法適用関連会社数８社      連結  (新規) ０社（除外）１ 社 持分法 (新規) ０ 社（除外）１ 社 
２．19年2月期の連結業績予想（平成18年3月1日～平成19年2月28日) 

 営 業 収 益         
〔 売 上 高 〕         

営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
通  期      

 

       百万円  ％ （実質）
 １,０５１,６００ 2.0   (1.4）
〔１,０１０,１００  2.1〕 (1.5)

百万円   ％
 ３６,０００ 9.9

 百万円   ％ 
  ４０,０００ 8.8 

  百万円  ％
２５,６００  20.8

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)   ７８円３８銭 
（注）①営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

②上記連結業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の８ページを参照ください。 

③連結子会社の決算期変更を考慮した実質的な営業収益の増減率は通期 1.4%であります。 
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【企業集団の状況】 

 

 (1)企業集団の概要は、次のとおりであります。 

 当社の企業集団は、当社と子会社32社及び関連会社14社で構成され、百貨店業を主要業務として、建装事業、

不動産業及び金融業等を営んでおります。 

 当社グループが営んでいる主な事業内容と位置づけは、次のとおりであります。 

① 百貨店業（専門店、飲食業を含む。） 

  当社、連結子会社のタカシマヤ・シンガポールLTD.等の子会社10社及び関連会社4社で構成し、商品の供  

給、商品券等の共通取扱を行っております。 

② 建装事業 

    連結子会社の髙島屋スペースクリエイツ㈱等の子会社2社で構成し、内装工事の受注・施工を行っておりま

す。 

   ③ 不動産業 

        連結子会社の東神開発㈱等の子会社5社及び関連会社4社で構成し、当社グループの不動産管理とショッピ

ングセンター等の運営を行っております。 

   ④ 金融業 

         連結子会社の髙島屋クレジット㈱等の子会社3社で構成し、グループ各社の金融業を行っております。 

     なお、リース業は平成17年3月をもって事業を終了しております。 

   ⑤ その他事業 

     連結子会社の㈱グッドリブ等の子会社2社及び関連会社3社は、グループ各社へ商品の供給を行っておりま

す。 

      連結子会社の㈱タップは衣料品の製造・加工業を営み百貨店各社に商品の供給を行っております。 

         連結子会社の㈱エー・ティ・エー等子会社2社は広告宣伝業、連結子会社の㈱髙島屋物流は運送業を行って

おります。 

         連結子会社のたまがわ生活文化研究所㈱等子会社2社及び関連会社1社はレジャー 関連業を行っておりま

す。 

     当社、連結子会社の㈱センチュリーアンドカンパニー等の子会社4社及び関連会社2社は、通信販売事業そ

の他を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 



－ 3 － 

 
  
 

（2）グループ事業系統図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ＊髙栄リース株は平成1７年３月をもって 

   事業を終了しております。 
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髙島屋スペースクリエイツ㈱ 

㈱タック 

 

建装事業 

   東神開発㈱  

 

 ㈱サンローゼ・ピーアンドシー 

 

※㈱パンジョ  

 

○ビッグステップ㈱  

 

○ﾅﾄー ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ㈱  

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾌｨﾌｽｱﾍﾞﾆｭー ･CORP. 

  

※ ﾆｰｱﾝ ﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌ゚ﾒﾝﾄ PTE.,LTD. 

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ﾎﾝｺﾝ･ｴﾝﾀー ﾌ゚ﾗｲｽ･゙LTD. 

 

☆ﾄー ｼﾝﾃ゙ｨﾍﾛ゙ｯﾌﾒ゚ﾝﾄ ｲﾝﾀー ﾅｼｮﾅﾙ PTE.,LTD  

不動産業 

 髙島屋クレジット㈱  

 

 髙栄リース㈱ 

  

☆㈱東神ジェネラルクリエイト  

金融業 

連結財務諸表提出会社 

  

㈱髙島屋 

㈱岡山髙島屋 

 

㈱岐阜髙島屋 

 

㈱米子髙島屋 

 

㈱高崎髙島屋 

 

 ㈱髙島屋友の会  

  

㈱ファッションプラザ２１  

  

㈱アール・ティー・コーポレーション 

 

※㈱新南海ストア  

 

※㈱ジェイアール東海髙島屋 

 

※㈱伊予鉄髙島屋 

百 貨 店 業 その他事業 

 （卸売事業）  

 ㈱グッドリブ  

 

※㈱ロジエ  

 

☆台北髙島屋国際股份有限公司 

 

○ﾋﾟｴｰﾙ･ｶﾙﾀﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 

 

○S.A.ルロア  

（衣料品加工業） 

  

 ㈱タップ  

 

（広告宣伝業）  

 ㈱エー・ティ・エー  

 

☆ﾀｶｼﾏﾔ･ｱﾄ゙ﾊﾞﾀｲｼﾞﾝｸﾞ&           

         ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPTE.LTD 

（運送業） 

  

 ㈱髙島屋物流  

                          

 （その他）  

  ㈱髙島屋：通信販売事業本部 

  

㈱センチュリーアンドカンパニー 

  

髙島屋ビルメンテナンス㈱ 

 

髙島屋ビジネスサービス㈱ 

 

㈱髙島屋ﾃﾚﾎﾝｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀ  ー

 

ﾃｨー ｽ  ゙ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 

  

たまがわ生活文化研究所㈱ 

 

※㈱ゴールデン・スパ・ニューオータニ 

  

○ディーエイチシー新宿㈱ 

 

○㈱日本橋まちづくり企画 

 

人
材
派
遣･

清
掃
委
託
等 

(注)無印…･･連結子会社 

※ ……・持分法適用関連会社 

☆ ……・非連結子会社 

  〇……・持分法非適用関連会社 
 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ｼﾝｶﾞﾎﾟー ﾙ LTD. 

 

 ﾀｶｼﾏﾔ･ﾆｭｰﾖｰｸ･ＬＬＣ 
 

※大葉髙島屋百貨股份有限公司
 

☆ﾀｶｼﾏﾔ(ﾌﾗﾝｽ)S.A.  
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【経営方針】 
 
１．会社の経営の基本方針 
 
当社グループは、「いつも、人から。」を経営理念として掲げております。この経営理念には、従業員一人ひとり

が「人」としての思いやりや誠実さをもち、自主性・創造性を発揮して行動すること、そしてグループを取り巻くす

べての「人」（ステークホルダー）との信頼を深め、ともにこころ豊かな暮らしを築いていきたいという強い思いが

込められています。 
お客様の豊かな暮らしの実現に奉仕すること、革新的な経営を推進すること、公正で透明な企業活動や社会貢献に

より社会的責任を果たしていくことなど、企業が成長・発展していくための原動力はすべて「人」に集約されます。

企業に対し、より強い倫理観が求められる社会潮流の中で、当社グループはこれからも経営の原点を「人」におき、

すべてのステークホルダーの皆様の期待に応えるための取り組みを進めてまいります。 
特にお客様は当社グループの財産であり、ブランド価値の源泉です。お客様からの支持・信頼に応え、さらなるご

愛顧を頂くことを目標に、「お客様第一主義」を当社グループにおける基本姿勢とし、ワンランク上の商品・情報・

サービスを最適な形で編集・提供してまいります。「お買い物の楽しさ」「非日常性」を実現する「ゆとり」「やす

らぎ」「つどい」を提供し、心の満足が得られる商品とサービスを提供する「上質生活百華店」、これが当社の目指

す百貨店像であります。 

 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
 
 当社では、将来に備え経営基盤を強化することにより安定的な配当水準を維持することを基本スタンスとしながら、

業績や経営基盤を総合的に勘案するとともに、連結・単体の両面から配当性向３０％を目処として、株主の皆様への

利益還元を図ってまいります。 

 内部留保資金につきましては、各店舗の改装など営業力の拡充及び財務体質の強化のための原資として活用させて

いただく所存であります。 

 なお、配当に関する定款変更及び四半期配当の実施等については、検討を重ねてまいります。 
 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 
当社は、個人投資家層の拡大及び株式流通の活性化を重要課題と認識しております。投資単位の引下げにかかる施

策につきましては、その費用並びに効果等を検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考え

ております。今後とも市場の動向や株券の電子化、株価等を踏まえたうえで、検討を重ねてまいります。 
 

４．目標とする経営指標 
 
平成17年４月にスタートした「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」の最終年度（平成23年度）にお

ける連結経営目標は、以下の通りであります。 

     ○営業収益 １兆１，０００億円 

     ○経常利益     ５２０億円 
     ○有利子負債  １，１００億円 
     ○ＲＯＡ       ６．５％（経常利益／総資産） 
 
５．中長期的な会社の経営戦略 
 

 当社グループは、経営基盤を強固なものとするため、営業費構造改革とＭＤ構造改革を２本柱とする経営改革に、

総力をあげて取り組んでまいりました。 
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 今後当社グループがさらに発展していくため、「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）」に基づき、将来

の成長戦略を描き、経営者から店頭の販売員までが価値観を共有し、同じベクトルで取り組むことにより、新たな成

長を目指してまいります。 
 

６．会社の対処すべき課題 
 
 今後の当社グループを取り巻く経営環境は、少子高齢化による生産人口の減少や税・社会保障費の負担増による可

処分所得の減少に加え、小売業界のオーバーストア化や業態の垣根を超えた再編がさらに進むなど、一段と厳しくな

ることが予想されます。このため中長期的には営業力強化に向けた継続的な取り組みを実施しない限り、売上高が前

年を上回ることは想定しにくいものと思われます。こうした認識のもと、「髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長

戦略）」の実現に向け、「お客様第一主義の徹底」を基本姿勢に、以下の取り組みを行ってまいります。 

 
（１）営業力強化のための投資 

   当中間期は、平成17年度に引き続き増収を達成いたしましたが、今後の消費環境は決して楽観できる状況にあ

りません。これに対応するため、大型店を中心にリニューアル投資を実施し、「お客様の声」を活かした商品開

発・品揃え、情報発信型ショップの展開など特徴ある売場づくり、プロフェッショナルな販売員の育成、快適性・

安全性・デザイン性の高い店舗環境の実現を目指します。 

   

（２）成長戦略のための投資 

今後も競合店との競争が激化するなかで成長していくためには、店舗の増床などによる競争力向上は不可欠と

いえます。現在、平成19年春のオープンに向け、新宿店再構築「リ・アクシス」計画を推進しており、このほか

大型投資案件として大阪店新本館計画、東京店再開発計画に取り組んでおります。また、髙島屋ブランドを活用

し、国内外で新規出店等も検討してまいります。 
 

（３）グループ事業強化のための投資 

グループ事業では、東神開発株式会社によるＳＣ事業を百貨店事業に次ぐ第２のコア事業として位置づけ、  

新たな成長を目指します。その他に、収益性向上を図るためのシステム投資・投融資を計画しています。 
 
以上の結果、長期プランにおける投資総額は７年間で２，７５０億円となります。必要資金は、内部留保等の

２，８００億円に加え、平成18年３月に実施しました公募増資や遊休資産の売却等により８００億円の調達を見

込みます。また、有利子負債も１，１００億円まで引き下げます。このように、投資に見合ったリターン確保と

財務体質の改善を図りつつ、投資計画を実施してまいります。 
＜投資額＞                         ＜資金調達＞     
 百貨店事業   １，５５０億円               内部留保等 
 グループ事業    ７００億円               百貨店事業  ２，３００億円  
 システム・投融資  ５００億円               グループ事業   ５００億円  
 合   計   ２，７５０億円               合   計  ２，８００億円  
                              公募増資・ 
＜有利子負債返済＞  ８５０億円               遊休資産売却等  ８００億円  
  総   額  ３，６００億円               総   額  ３，６００億円 

 
７．親会社等に関する事項 
 

該当事項はありません。 
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【経営成績及び財政状態】 
 
１． 経営成績 
（１）当中間連結会計期間の概況 

①業績の概要 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の向上を背景にした設備投資など内需の底堅い伸びに支えら

れ、景気はこれまでの回復基調を持続しました。個人消費についても、家計所得の増加や雇用情勢の改善により堅調

に推移しました。しかし一方では、税・社会保障費の負担増や原油価格の動向が消費に与える影響など懸念材料もあ

り、先行きの経営環境は楽観を許さない状況にあります。 
百貨店業界におきましては、天候不順による夏物衣料の不振などの影響を受け、全国百貨店売上高が４月以降前年

を下回る状況が続くなど、昨年後半の回復基調から転じて厳しい状況となっています。 
当社グループにおきましては、平成17年度より、創業180周年にあたる平成23年度をターゲットとした当社グル

ープの将来像『髙島屋グループ長期プラン（＝新・成長戦略）』への取り組みをスタートしました。本年度は「お客

様第一主義の徹底」を目標に、「商品」「サービス」「環境」など営業に関わる全ての要素をお客様の視点で見直し、

「地域一番のクラス感ある店舗づくり」に向けた品揃えの充実や商品開発、店舗の改装、宣伝活動の強化に取り組み

ました。また外商販売力の強化に向け、各店舗との更なる相乗効果の発揮を目的とした外商組織の再編を行いました。

グループ事業におきましても、各社において経営基盤強化と連結利益増大を目指し、収益構造改革に継続して取り組

みました。 

以上のような諸施策を実施し、営業収益は５１２，０５４百万円（前年同期比３．０％増）となり、また、営業利

益は１４，８２１百万円（前年同期比３．０％増）、経常利益は１７，５１８百万円（前年同期比４．９％増）、当

期純利益は９，７４１百万円（前年同期比２３．９％増）と増収増益となりました。 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります 
②セグメント別の業績 

＜百貨店業＞ 

百貨店事業におきましては、ＭＤの特徴化を進めるとともにＭＤの共通化と仕組み変革による収益力強化に取り組

みました。自主編集セレクトショップ「スタイル＆エディット」などの大型店での新規展開やお客様の声を活かした

「ボイスファイル」などの商品開発を進め、商品陳列・売場運営・商品調達を共通化する「売場カセット化」を中小

型店６店舗15売場に順次導入しました。各地域における競争力強化に向けて、京都店では、紳士服「ゼニア」や婦人

服「フォクシー」の導入、宝飾品・時計売場や「ティファニー」などの改装を実施、東京店では、呉服サロン、レス

トラン街の改装、横浜店では、紳士服売場やお得意様をおもてなしする体制の強化に向けた「メンバーズサロン」の

改装を実施しました。洛西店、港南台店では全館改装を実施し、米子店では「ティファニー」の導入など営業力強化

に取り組みました。さらに、お客様にご満足いくお買物をしていただけるように専門的な知識・技能・資格をもつ「セ

ールススペシャリスト」を拡充するとともに、大型店中心に配置したお買物などの様々なご相談にお応えする「コン

シェルジュ」によるコンサルティング機能の強化など販売・サービスの向上に取り組みました。 
また、「小原豊雲生誕100年・創流111年 いけばな小原流展」「放送開始30年記念展 徹子の部屋物語」などの

魅力ある文化催や話題性のある催を展開し、お客様のご来店の促進に努め、特典や利便性の向上した「タカシマヤカ

ード」「タカシマヤ《セゾン》カード」の会員獲得を積極的に行うとともに利用促進を図りました。ショッピングサ

イト「オンラインショップｅ百華店」では、７月に新サイト「ｅ百華店ブランドスタイル」を立ち上げて、品揃えの

充実や宣伝強化による新しいお客様の獲得などに積極的に取り組みました。 
この結果、京都店、東京店、横浜店、新宿店、泉北店、玉川店、柏店、岡山店、岐阜店、高崎店、米子店の売上高

が前年を上回り、国内の百貨店事業売上高計は＋１．９％の伸び率となりました。 
一方、更なる物流コストの削減と配送サービスの向上に向け、３月より、物流子会社の業務を管理運営に特化し、

配送を中心とする東西物流業務全般をヤマト運輸株式会社にアウトソーシングしました。 
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法人事業におきましては、好調な企業業績を背景に積極的な営業活動が奏功し、売上高は前年を上回りました。 
また、シンガポール髙島屋におきましては、シンガポール国内の好調な個人消費に支えられ、カード顧客対象の各

種販売促進策等や、婦人雑貨、改装した特選ブティック等の売上増が貢献し、売上高・営業利益とも前年を大きく上

回りました。 

以上の結果、営業収益は４５８，２７５百万円（前年同期比２．４％増）となりましたが、平成 17 年９月からの   

「タカシマヤカード」「タカシマヤ《セゾン》カード」の特典強化によるポイント費用増などから販売費及び一般管

理費が増加し、営業利益は９，３２２百万円（前年同期比６．１％減）となりました。 

＜建装事業＞ 

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ株式会社が、ＪＲ名古屋髙島屋等の百貨店や一般店舗の受注

拡大及び決算期変更により、営業収益は前年を大きく上回りましたが、利益率の低下により、営業利益は前年を下回

りました。 

この結果、営業収益は２２，６７３百万円（前年同期比３６．３％増）、営業利益は１５７百万円（前年同期比    

４１．７％減）となりました。 

＜不動産業＞ 

不動産業におきましては、東神開発株式会社が、堅調な玉川髙島屋ショッピングセンターに加え、３月立川市に開

業した「若葉ケヤキモール」などの新規事業や、シンガポール髙島屋ショッピングセンターの売上好調で、賃料収入

が増加したことにより、増収増益となりました。 

この結果、営業収益は１４，７４２百万円（前年同期比６．２％増）、営業利益は３，１１４百万円（前年同期比

９．１％増）となりました。 

＜金融業＞ 

金融業におきましては、髙島屋クレジット株式会社が、百貨店でのカードサービス強化と積極的な新規顧客の獲得

などから取扱高が伸長し、増収増益となりました。なお、リース業を営んでおりました髙栄リース株式会社が、平成

17年３月をもって事業終了したことにより金融業の営業収益が減少しました。 

この結果、営業収益は６，０２８百万円（前年同期比１３．３％減）、営業利益は１，１９９百万円（前年同期比

１２．４％増）となりました。 

＜その他事業＞ 

通信販売事業におきましては、百貨店のイメージを生かした品揃えや誌面づくり、主力カタログの毎月発行、商品

開発の取り組み強化などにより、増収増益となりました。 

一方、卸売事業の株式会社グッドリブは、「フード事業」をコアとして経営基盤の強化に取り組み、新ＣＩ導入を

進めたフォション等のブランド事業が順調に推移し、営業収益、営業利益ともに、事業計画目標を上回りました。   

なお、株式会社グルメールが平成17年９月に事業終了したことによりその他事業の営業収益が減少しました。 

この結果、営業収益は４９，４８０百万円（前年同期比１０．６％減）、営業利益は１，１１７百万円（前年同期

比２５６．５％増）となりました。 
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（２）通期の見通し 

下半期の景況につきましては、原油価格や米国経済の動向が懸念材料となるものの、引き続き内需に支えられ回復

が続くものと見込まれます。また個人消費におきましても、堅調な推移が期待されます。しかし、業種・業態間競争

の激化などにより、先行きの経営環境については楽観視できない状況にあります。このような中、当社グループとし

ましては、「お客様第一主義」を徹底し、百貨店事業を中心に増収増益を果たすとともに、事業構造改革を継続して

推進し、経営体質の強化を図ってまいります。 
主力の百貨店事業におきましては、「笑顔」と「まごころ」のおもてなしを常に心掛け、「地域一番のクラス感あ

る店舗づくり」に継続して取り組んでまいります。店舗営業力の強化に向けて、新宿店では、より幅広い層のお客様

に支持される百貨店を目指した「リ・アクシス計画」を策定して平成19年春に向けて全館リニューアルを実施、横浜

店では、食料品フロアや婦人服フロアの改装、大阪店では、平成21 年秋開業に向けて大阪店新本館計画の実行に着手

してまいります。 
特に、京都店では９月15日にワンフロアとしては京都地区最大級のレストラン街「ダイニングガーデン京回廊」が

誕生しました。これにあわせて食料品フロアや「シャネル」などの売場や店舗外観を一新し、地域のお客様や観光客

の方にもご満足いただける百貨店を目指してまいります。泉北店では「地域のお客様の上質普段生活をサポートする

百貨店」をコンセプトに９月15日リニューアルオープンしました。 

また、タカシマヤファンの拡大とご来店促進に向けて、「銀のボンボニエール展」などの話題性の高い文化催、「イ

タリア展」などの魅力ある催の開催、広告宣伝活動を推進するとともに、「タカシマヤカード」「タカシマヤ《セゾ

ン》カード」の入会キャンペーンの展開強化と利用促進を図ってまいります。平成19年春には株式会社クレディセゾ

ンと共同開発する富裕層向けの新カード「タカシマヤカード《ゴールド》」を発行してお客様の多様なご要望にお応

えしてまいります。さらに、専門的な知識・技能・資格をもつ「セールススペシャリスト」の拡充や、お買物などの

ご相談にお応えする「コンシェルジュ」の中小型店への配置などサービス体制を強化してまいります。 
また、ショッピングサイト「オンラインショップｅ百華店」では、商材の拡充や魅力あるキャンペーンの展開など

によりさらなる売上高の増大を図るとともに、「バーチャル百貨店（仮称）」の平成19年上期の開業に向けて新たな

インターネットビジネスの仕組みを構築してまいります。 
シンガポール髙島屋におきましては、ニューヨーク髙島屋との連携を一層強化し、10 月には上質化を目指した   

ニューヨーク・コンセプトショップを展開し、特徴化を図るとともに収益の増大を目指します。 

建装事業におきましては、髙島屋スペースクリエイツ株式会社が、今後開業する大型商業施設等の受注拡大に努め

るとともに、効率的な工場生産体制、取引先集約など原価率の低減により、収支構造の改革に努めてまいります。 

不動産業におきましては、東神開発株式会社が平成19年春、千葉県流山市の「流山おおたかの森ショッピングセン

ター（仮称）」の開業に向け、準備を進めてまいります。さらに、当社各店の増床・改装計画に積極的に参画し、百

貨店事業と一体となって収益力強化に貢献してまいります。 

金融業におきましては、髙島屋クレジット株式会社が、株式会社クレディセゾンと提携を強化し、同社ノウハウを

取り入れ、更なる新規顧客の開拓と既存顧客に向けたサービスの向上により、百貨店事業の営業力強化を図るととも

に、ローコスト化を推進し、経営基盤強化により増収増益を図ってまいります。 

以上のような事業活動によりまして、通期の連結営業収益は１兆５１６億円（前年比２.０％の増）、営業利益は 
３６０億円（前年比９.９％の増）、経常利益は４００億円（前年比８.８％の増）、当期純利益は２５６億円（前年比 
２０.８％の増）を見込んでおります。なお、経常利益及び当期純利益は過去最高益となります。 

 
（注）この資料に掲載されている業績予想に関する記述は、当社グループが現時点で入手可能な情報から 
   得られた判断に基づいておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。よって実際の業績は様々 
   な要因により、記述されている業績予想とは大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。 
   実際の業績に影響を与え得る重要な要因には、当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レー

トの変動などが含まれます。 
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２． 財政状態 

 
キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の資産は、７７２，０８６百万円と前連結会計年度末に比べ６，５９９百万円増加しました。

これは「髙島屋グループ長期プラン(＝新・成長戦略)」に基づく積極的投資により、有形固定資産が３，０４４百万

円、また、無形固定資産が４，９１１百万円増加したことが主な要因です。負債については、５０６，９２４百万円

と前連結会計年度末に比べ３０,７７５百万円の減少となりました。これは主に社債及び長期借入金の減少によるもの

です。純資産については、公募増資及び第三者割当増資を実施した結果、２６５,１６２百万円と前連結会計年度末に

比べ３７,３７５百万円増加しました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、４,７３７百万円の収入となり、前年同期に比べ１１,６２１百万円の収入

の減少となりました。主な収入の減少要因は、債権流動化の実施額を減少させたことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１１,４７８百万円の支出となり、前年同期に比べ１２,９０６百万円の支

出の増加となりました。主な支出の増加要因は、有形・無形固定資産の取得による支出が１７,８３２百万円と    

９,３６３百万円増加したこと、また、有価証券・投資有価証券等の取得による支出が１,０１１百万円と９６１百万

円増加したことによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、４,４４１百万円の収入となり、前年同期に比べ１３,１８１百万円の収入

の増加となりました。主な要因は、公募増資及び第三者割当増資による収入が３０，０５５百万円増加した一方で、

長期借入による収入が２，０００百万円と前年同期に比べ９，４００百万円減少したこと、また、長期借入金の返済

による支出が２１，１９５百万円と前年同期に比べ６，９９４百万円増加したことによるものです。 

以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ２，１９３百万円減少し、  

４９，４０２百万円となりました。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりです。 

 平成15年2月期 平成16年2月期 平成17年2月期 平成18年2月期 平成18年8月期

自己資本比率（％） 21.6 22.9 25.3 29.7 34.3

時価ベースの自己資本比率（％） 17.6 37.1 41.7 68.5 62.6

債務償還年数（年） 3.3 5.1 7.5 5.7 ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 12.8 9.1 6.2 7.6 3.2

自己資本比率           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数           ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており  

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている短期借入金、一年内償還社債、社債、長期借入金、コマ

ーシャルペーパーを対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。 
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３．事業等のリスク 
当社グループは、事業等のリスクに関し、組織的・体系的に対処することとしておりますが、現在、当社グループの経営成績

および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり、投資家の判断に影響を及ぼす可能性

がある事項と考えております。 

 
(1) 景気・季節要因 

当社グループの中核である百貨店業は、国内外の景気動向や消費動向、また冷夏・暖冬などの天候不順により大きな影響

を受けます。従って、これらの要因が当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 競合環境 

当社グループ百貨店業においては、都心大型５店舗を売上・収益の柱としておりますが、いずれの店舗も同業他社の大型

店と隣接し、それらの店舗の改装・増床が続くとともに、新たな都市型商業施設のオープンが相次ぐなど、競合環境が激化し

ております。さらに、地方郊外店商圏もロードサイドへの大型ショッピングセンター出店等により、店舗間・業態間競合が熾烈

化する状況にあります。これら同業他社や新業態による改装・増床・新規出店など競争環境の変化が、当社グループの業績

や財政状況に少なからず影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3) 自然災害・事故 

当社グループ百貨店業は店舗による事業展開を行っており、また不動産業においては専門店ビルにおける不動産賃貸収

入を主要収益としております。このため、地震・洪水・台風等の自然災害や火災等事故により、当社グループの業績にマイナ

スの影響が及ぶ可能性があります。特に火災については、消防法に基づいた火災発生の防止や避難訓練を徹底して行っ

ておりますが、店舗において火災が発生した場合、消防法による規制や被害者に対する損害賠償責任、従業員の罹災によ

る人的資源の損失、建物等固定資産や棚卸資産への被害等、当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

 

(4) 商品取引 

当社グループの中核である百貨店業は、消費者と商品取引を行っております。提供する商品については、適正な商品であ

ることや安全性等に十分留意しておりますが、万一欠陥商品や食中毒を引き起こす商品等、瑕疵のある商品を販売した場合、

公的規制を受ける可能性があるとともに、製造物責任や損害賠償責任等による費用が発生する場合があります。また、当社

グループに対する信用失墜や、提供する商品に対する不安感が高まることにより売上高が減少し、当社グループの業績や

財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5) 法的・公的規制 

当社グループは、大規模小売店舗立地法や独占禁止法の他、食品の安全管理、消費者保護、租税、環境・リサイクル関連な

どに関する法令等に十分留意した営業活動を行っておりますが、万一これらに抵触する事態が生じた場合には、当社グル

ープの企業活動が制限される可能性や、法令上の規制に対応するため経営コストが増加する可能性があります。従って、こ

れらの法令等の規制は当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(6) 顧客情報の管理 

当社グループでは、ハウスカード顧客を始め顧客の個人情報を保有しております。顧客情報の管理については、社内管理

体制を整備し厳重に行っておりますが、不測の事故または事件によって顧客情報が外部に流出した場合、お客様個人に支

払う損害賠償による費用の発生や、当社グループの社会的信用の失墜による売上高減少が考えられ、当社グループの業績

や財政状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

(7) システムリスク 

当社グループ百貨店業を中心とした各種コンピューターシステムは、外部委託先のセキュリティセンターで集中管理してお

ります。当該センターでは耐震設計(震度７程度まで)、電源・通信回線の二重化、自家発電装置、不正侵入防止などの安全

対策を講じております。しかしながら、想定を超える自然災害やシステム障害により通信回線切断やシステム停止が発生し

た場合には、当社グループの事業活動に大きな支障をきたし、当社グループの業績や財政状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表 
                                                   （単位 百万円） 

      期 別

科 目 

当中間連結会計期間末

（１８．８．３１） 

前中間連結会計期間末

（１７．８．３１）
増 減 高 

前連結会計年度 

（１８．２．２８） 
増 減 高 

（資産の部）              

流 動 資 産         193,309 206,895 △13,585 190,888 2,421

現 金 及 び 預 金           49,462 71,218 △21,755 52,593 △3,130

受取手形及び売掛金           70,417 61,088 9,328 62,715 7,701

有 価 証 券           899 2,000 △1,100 899 0

た な 卸 資 産           40,287 39,801 485 41,148 △860

 短 期 貸 付 金            － 991 △991 35 △35

 繰 延 税 金 資 産            3,751 6,910 △3,159 3,922 △171

 そ の 他            29,101 25,748 3,353 30,272 △1,171

貸 倒 引 当 金           △610 △865 255 △698 88

固 定 資 産          578,776 559,782 18,994 574,598 4,178

有形固定資産         276,386 272,260 4,125 273,341 3,044

建 物 及 び 構 築 物           113,792 115,919 △2,126 114,386 △593

 機械装置及び運搬具            147 192 △45 162 △15

 器 具 及 び 備 品            8,436 8,472 △36 8,461 △25

土 地           143,911 143,907 4 143,358 552

 建 設 仮 勘 定            10,098 3,769 6,329 6,971 3,126

無形固定資産         16,138 11,423 4,715 11,226 4,911

 借 地 権            11,354 6,227 5,126 6,227 5,126

連 結 調 整 勘 定           1,192 1,288 △95 1,240 △47

そ の 他           3,591 3,907 △316 3,758 △167

投資その他の資産 286,252 276,098 10,154 290,030 △3,777

投 資 有 価 証 券           102,778 82,450 20,327 104,005 △1,227

長 期 貸 付 金           82,831 78,942 3,888 83,815 △984

長 期 保 証 金           98,919 103,679 △4,759 99,911 △992

 繰 延 税 金 資 産            7,051 15,780 △8,728 6,932 119

そ の 他           6,257 7,526 △1,268 7,393 △1,135

貸 倒 引 当 金           △11,585 △12,281 695 △12,027 442

資 産 合 計         772,086 766,677 5,409 765,487 6,599
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 （単位 百万円）      

           期 別

科 目 

当中間連結会計期間末

（１８．８．３１）

前中間連結会計期間末

（１７．８．３１）
増 減 高 

前連結会計年度 

（１８．２．２８） 
増 減 高 

（負債の部）          

流 動 負 債         338,058 333,229 4,828 327,340 10,717

支払手形及び買掛金                      100,039 97,926 2,112 96,858 3,181

短 期 借 入 金                      65,830 43,327 22,502 43,772 22,058

社債（１年内償還）                      3,000 15,000 △12,000 8,000 △5,000

未 払 法 人 税 等                      6,682 5,094 1,588 5,622 1,060

未 払 消 費 税 等                     1,469 1,977 △507 1,658 △188

未 払 費 用                     7,362 8,056 △693 10,113 △2,750

前 受 金                      64,454 62,797 1,657 62,600 1,854

商 品 券                      45,453 45,051 401 43,761 1,691

預 り 金                      22,974 22,232 741 23,166 △191

役 員 賞 与 引 当 金                      16 21 △4 99 △83

ポイント金券引当金                      3,140 2,712 428 3,194 △54

そ の 他                      17,634 29,032 △11,397 28,492 △10,858

固 定 負 債         168,866 227,346 △58,480 210,359 △41,493

社 債                      24,850 28,000 △3,150 24,850 －

長 期 借 入 金                      45,191 100,199 △55,008 86,444 △41,253

退 職 給 付 引 当 金                      56,917 57,986 △1,068 57,369 △452

役員退職慰労引当金                      523 451 72 536 △12

持分法適用に伴う負債                      317 317 △0 316 0

繰 延 税 金 負 債                      140 107 32 146 △6

再評価に係る繰延税金負債                      8,053 4,327 3,725 7,619 433

そ の 他                      32,873 35,955 △3,082 33,075 △201

負 債 合 計         506,924 560,576 △53,651 537,700 △30,775

（純資産の部）           

資 本 金                      54,194 ― ― ― ― 
資 本 剰 余 金                      43,251 ― ― ― ― 
利 益 剰 余 金                      134,984 ― ― ― ― 
自 己 株 式                      △364 ― ― ― ― 

株主資本合計          232,065 ― ― ― ― 
その他有価証券評価差額金                      25,721 ― ― ― ― 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益                      2 ― ― ― ― 
土地再評価差額金                      5,388 ― ― ― ― 
為替換算調整勘定                      1,391 ― ― ― ― 

評価・換算差額等合計          32,503 ― ― ― ― 
少 数 株 主 持 分                      593 ― ― ― ― 

純 資 産 合 計          265,162 ― ― ― ― 
負  債 、純  資  産  合   計 772,086 ― ― ― ― 

（少数株主持分）              
少数株主持分          ― 453 ― 532 ― 

（資本の部）              
資 本 金                      ― 39,085 ― 39,161 ― 
資 本 剰 余 金                      ― 28,151 ― 28,227 ― 
利 益 剰 余 金                      ― 116,549 ― 127,264 ― 
土地再評価差額金                      ― 5,978 ― 4,754 ― 
その他有価証券評価差額金                      ― 16,243 ― 27,179 ― 
為替換算調整勘定                      ― △74 ― 1,013 ― 
自 己 株 式                      ― △286 ― △345 ― 
資 本 合 計          ― 205,647 ― 227,255 ― 

負債、少数株主持分及び資本合計 ― 766,677 ― 765,487 ― 
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中 間 連 結 損 益 計 算 書  
                                    （単位 百万円） 

期 別 

科 目 

当中間連結会計期間

(18.3.1～18.8.31) 

前中間連結会計期間

(17.3.1～17.8.31)
増 減 高 増 減 率（％） 

前連結会計年度 

(17.3.1～18.2.28)

売 上 高           490,713 476,242 14,470 3.0 989,471

売 上 原 価           357,881 345,332 12,548 3.6 719,135

   売  上  総  利  益 132,832 130,910 1,921 1.5 270,335

その他の営業収入           21,340 20,808 532 2.6 41,678

   (営 業 収 益 計        ) (512,054) (497,051) (15,003) （3.0) (1,031,150)

  営  業  総  利  益 154,172 151,718 2,454 1.6 312,014

販売費及び一般管理費 139,350 137,334 2,016 1.5 279,259

営 業 利 益            14,821 14,384 437 3.0 32,755

受取利息及び配当金 1,984 1,491 492 33.0 2,759

持分法による投資利益            907 1,062 △154 △14.5 2,324

そ の 他 営 業 外 収 益            3,319 3,682 △363 △9.9 6,579

 営業外収益計         6,211 6,236 △24 △0.4 11,663

支 払 利 息            1,513 1,896 △383 △20.2 3,645

そ の 他 営 業 外 費 用            2,001 2,016 △15 △0.8 4,021

 営業外費用計         3,515 3,913 △398 △10.2 7,666

経 常 利 益            17,518 16,706 811 4.9 36,752

特 別 利 益           2,226 100 2,125 － 5,342

特 別 損 失           2,504 5,728 △3,223 △56.3 8,144

税金等調整前中間(当期)純利益 17,239 11,078 6,160 55.6 33,950

法人税、住民税及び事業税 5,950 5,033 917 18.2 8,587

法 人 税 等 調 整 額             1,472 △1,875 3,348 － 4,034

少数株主利益（損失△） 75 58 16 27.8 137

中間（当期）純利益 9,741 7,862 1,878 23.9 21,192
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             中 間 連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書   
当中間連結会計期間 （自平成18年3月1日 至平成18年8月31日）          （単位 百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等 

 
資本金 

資本 

剰余金

利益 

剰余金 

自己 

株式 

株主資

本合計

その他

有価証

券評価

差額金

繰延 

ﾍｯｼ゙  

損益 

土地 

再評価

差額金

為替換

算調整

勘定 

評価・ 

換算差

額等合

計 

少数株

主持分 

純資産

合計 

平成18年2月28日残高 39,161 28,227 127,264 △ 345 194,307 27,179 － 4,754 1,013 32,947 532 227,787

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行 15,032 15,022  30,055   30,055

剰余金の配当  △1,387 △1,387   △1,387

中間純利益  9,741 9,741   9,741

自己株式の取得・処分  1  △19 △17   △17

土地再評価差額金取崩  △633 △633   △633

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純額） 

  

△1,458 2 633 377

 

△444 

 

61 △382

中間連結会計期間中の変動額

合計 

15,032 15,023 7,720 △19 37,757 △1,458 2 633 377 △444 61 37,375

平成18年8月31日残高 54,194 43,251 134,984 △364 232,065 25,721 2 5,388 1,391 32,503 593 265,162

 

           中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書  

前中間連結会計期間 （自平成17年3月1日 至平成17年8月31日）及び 

前連結会計年度（自平成17年3月1日 至平成18年2月28日） （単位 百万円） 

               期 別 

科 目 

前中間連結会計期間 

(17.3.1～17.8.31) 

前連結会計年度 

(17.3.1～18.2.28) 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 28,149 28,149

資 本 剰 余 金 増 加 高 1 77

新株予約権付社債転換による増加高 ― 75

自 己 株 式 処 分 差 益 1 1

資本剰余金中間期末（期末）残高 28,151 28,227

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 109,727 109,727

利益剰余金増加高 7,990 21,320

中間（当期）純利益 7,862 21,192

連結子会社増加に伴う増加高 127 127

利益剰余金減少高 1,168 3,783

配 当 金 1,155 2,542

土地再評価差額金取崩高 ― 1,228

連結子会社増加に伴う減少高 0 0

非連結子会社合併による減少高 12 12

利益剰余金中間期末（期末）残高 116,549 127,264
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
                                           （単位 百万円） 

                期  別 
科  目 

当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 
前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28）

１７，２３９

６，２４２

―

４７

△５３０

△８３

△４５２

△１２

△５６

△１，９８４

１，５１３

△９０７

△１，３０９

６６９

―

△５７９

０

△８，０８２

８６９

３，０８１

△７，５８０

 

１１，０７８ 

６，８４１ 

２３ 

４７ 

３２ 

△６９ 

△１，７０６ 

△１１９ 

△２４５ 

△１，４９１ 

１，８９６ 

△１，０６２ 

３０ 

１，４９９ 

２０ 

△２ 

２４２ 

２，８２６ 

４，３４３ 

１９２ 

△２，４８５ 

３３，９５０

１２，８９５

２３

９５

△３８８

９

△２，３２２

△３５

２３１

△２，７５９

３，６４５

△２，３２４

△４，４６３

１，８８４

２０

△１７

２

１，５０３

３，０６５

△９００

△５，５４５

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前中間（当期）純利益 
減 価 償 却 費                    

 減 損 損 失                     
連 結 調 整 勘 定 償 却 額                    
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 

   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額 
ポ イ ン ト 金 券 引 当 金 の 増 減 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                    
支 払 利 息                    
持 分 法 に よ る 投 資 利 益                    
固 定 資 産 売 却 損 益 
固 定 資 産 除 却 損                    
固 定 資 産 評 価 損 
有価証券・投資有価証券売却益                     
投 資 有 価 証 券 評 価 損                    
売 上 債 権 の 増 減 額                     
た な 卸 資 産 の 減 少 額                     
仕 入 債 務 の 増 減 額 
その他営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 

小       計 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 

利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

８，０８４

２，６３７

△１，４９１

△４，４９３

２１，８９４ 

１,９９７ 

△１,８５２ 

△５,６７９ 

３８,５７１

３,２０６

△３,８０２

△９,２０２

営業活動によるキャッシュ・フロー ４，７３７ １６，３５９ ２８，７７２

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出                    
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                    
有価証券・投資有価証券等の取得による支出 
有価証券・投資有価証券等の売却による収入 

 有形・無形固定資産の取得による支出                    
有形・無形固定資産の売却による収入                       
長 期 貸 付 に よ る 支 出                    
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入                    
その他投資活動によるキャッシュ・フロー                     

△４８

３６

△１，０１１

１，１５１

△１７，８３２

３，６１２

△８

１，０２８

１，５９３

 

△２０４ 

１６ 

△４９ 

６ 

△８，４６８ 

９，１３２ 

△３０ 

１，０２６ 

― 

△１，００４

５５

△２，５９７

２，０２４

△１６，６４２

１４，７１５

△４，９３８

１，０５８

４６３

投資活動によるキャッシュ・フロー △１１，４７８ １，４２８ △６，８６５
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                     期  別 
科  目 

当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
   短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 

長 期 借 入 に よ る 収 入                    
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出                    
社 債 の 償 還 に よ る 支 出                    
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 
配 当 金 の 支 払 額                    
増 資 に よ る 収 入                      

その他財務活動によるｷｬｯｼｭ・ ﾌﾛｰ 

―

２，０００

△２１，１９５

△５，０００ 
１ 

△１，３８７

３０，０５５

△３３

 

２５３ 

１１，４００ 

△１４，２０１ 

△５，０００ 

１ 

△１，１５５ 

― 

△３７ 

１，１１０

１８，４００

△３４，４１７

△１５，０００ 
１ 

△２，５４２

―

△９６

財務活動によるキャッシュ・フロー ４，４４１ △８，７３９ △３２，５４４

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                     １０５ １６９ ４６９

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額                   △２，１９３ ９，２１７ △１０，１６８

Ⅵ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     ５１，５９５ ６１，２５５ ６１，２５５

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                      ― ５０９ ５０９

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４９，４０２ ７０，９８２ ５１，５９５
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社          ２６社（髙島屋スペースクリエイツ㈱、東神開発㈱、㈱グッドリブ他） 

非連結子会社     ６社（タカシマヤ・フランスS.A.他） 

当社は、連結子会社の㈱ホテルシーガル髙島屋を平成１８年６月に清算結了しましたので連結子会社から除外

しました。また㈱ティー･エル・コーポレーションが社名を㈱髙島屋物流に、㈱関東テレホンコミュ二ケーション

センターは持分法適用関連会社の㈱関西テレホンコミュ二ケーションセンターの電話交換業務を引き継ぎ、社名

を㈱髙島屋テレホンコミュニケーションセンターに変更いたしました。   

非連結子会社は総資産、売上高、利益額、利益剰余金等の観点からみていずれも小規模であり、全体として中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法を適用した関連会社 

関 連 会 社           ８社（㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海髙島屋、㈱伊予鉄髙島屋、大葉髙島屋百貨股份有限公司他） 

当社の、持分法適用関連会社の㈱関西コミュニケーションセンターは、連結子会社の㈱髙島屋テレホンコミ

ュ二ケーションセンターに業務を引継ぎ平成１８年５月に清算結了しましたので持分法適用関連会社から除外

しました。 
（２）持分法非適用会社及び持分法を適用しない理由 

非連結子会社     ６社（タカシマヤ・フランスS.A.他） 

関 連 会 社           ６社（ピエールカルダン・ジャパン㈱他） 
当社は非連結子会社のタカシマヤ・タイランドＣＯ．ＬＴＤ.を平成１８年８月に清算結了しましたので非連

結子会社から除外しました。また㈱ジョージ ジェンセン ジャパンの株式を平成１８年６月に売却しましたの

で持分法非適用関連会社から除外いたしました。 
持分法非適用会社は利益額及び利益剰余金等の観点からみていずれも小規模であり、全体として中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なる連結子会社は、中間連結決算日までの間に生じた重要な取

引について連結上必要な調整を行っております。なお、当中間連結会計期間より、連結子会社のうち、髙島屋ス

ペースクリエイツ㈱、髙島屋ビルメンテナンス㈱、㈱タックにつきましては６月３０日から８月３１日に、㈱フ

ァションプラザ２１、㈱髙島屋物流（旧㈱ティー・エル・コーポレーション）につきましては７月３１日から８

月３１日にそれぞれ中間決算日を変更しております。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有 価 証 券       
満期保有目的の債券 償却原価法 
その他有価証券 （時価のあるもの） 

              中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しております。） 
             （時価のないもの） 
              主として移動平均法による原価法 
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②デリバティブ       時価法 
③たな卸資産 
商 品       主として売価還元法及び個別法による原価法 
製 品       主として先入先出法による原価法 
貯 蔵 品       先入先出法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 主として定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

 よっております。 

②無形固定資産       定額法を採用しております。 

 なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

 す。但し、将来の収益獲得または費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開発

 費については、５年間で均等償却しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ポイント金券引当金 
ポイント金券の発行に備えるため、当中間連結会計期間末におけるポイント残高に対する将来の金券発行見積

り額のうち費用負担となる原価相当額を計上しております。 
④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
   過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）によ

る定額法により発生時から費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）

による定額法により、発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 
⑤役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
（５）重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、為替予約取引については振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。また、

金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。 
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②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 デリバティブ取引（為替予約取引及び金利スワップ取引） 
ヘッジ対象     外貨建営業債権・債務及び借入金の支払金利 

③ヘッジ方針 
当社及び連結子会社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることとして

おります。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎連結会計年度末（中間連結会計期間末を含む）に個別取引毎の    

ヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、または予定取引に関する重要    

な条件が同一であり、高い有効性があるとみなされる場合には、有効性の判定を省略しております。 
⑤リスク管理体制 
重要なデリバティブ取引については、当社及び連結子会社の経理規定に従い、各社の取締役会決議また    

は稟議決裁を行い、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社財務部で取引残高を把握し管理しておりま

す。また、通常の外貨建営業債権債務に係る将来の為替リスクを回避する目的で行われる為替予約取引について

も、各社の所管部門で取引を実行するとともに、当社財務部で取引残高を把握し管理しております。 
 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、 
 かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲としております。 

 
６．その他 
 （１）消費税等の会計処理 
    税抜方式によっております。 
 （２）繰延資産の会計処理 
    株式交付費は支出時の費用として処理しております。 

 

会計処理の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正） 
 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株式及

び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11 日 企業会

計基準適用指針第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 264,568 百万円で

あります。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務諸表は、改正後の中間連結財務諸

表規則により作成しております。 

 
 
 



－ 21 － 

 

中間連結貸借対照表注記 

 

摘    要 
当中間連結会計期間末

(18.8.31) 

前中間連結会計期間末 

(17.8.31) 

前連結会計年度 

(18.2.28) 

１．有形固定資産減価償却累計額 １７９, １７９百万円 １７６,１４３百万円 １７７,６６４百万円

２．自己株式の数  

所有株式の数  

自己株式 ７９０,３３１株 ７４１,３３０株 ７７９,０２２株

３．担保資産及び担保付債務  

①担保に供している資産  

短 期 貸 付 金         ― ３５百万円 ３５百万円

その他流動資産          ４,２１２百万円 ― ４,２１２百万円

建物及び構築物 ９,９３３百万円 １０,２６９百万円 １０,１２４百万円

土 地 ２０,６８６百万円 ２０,６８６百万円 ２０,６８６百万円

長 期 貸 付 金         ４５,６４５百万円 ４６,１６１百万円 ４６,１６１百万円

長 期 保 証 金         ６０,５８８百万円 ６４,８００百万円 ６０,５８８百万円

合   計 １４１,０６５百万円 １４１,９５３百万円 １４１,８０８百万円

②担保付債務  

短 期 借 入 金 ４３,０９１百万円 ３,５８８百万円 ２,３１３百万円

長 期 借 入 金         １５,１０２百万円 ５８,１９３百万円 ５６,６７０百万円

合   計 ５８,１９３百万円 ６１,７８２百万円 ５８,９８４百万円

４．供託している資産  

以下の資産を、割賦販売法等に基 

づいて供託しております。 

 

現 金 及 び 預 金         ８３３百万円 ４６百万円 ８１６百万円

有 価 証 券          ― ― ３９９百万円

投 資 有 価 証 券         ９,２３０百万円 ８,８１４百万円 ８，４２８百万円

長 期 保 証 金         １０百万円 １９百万円 １９百万円

合   計 １０,０７３百万円 ８,８８０百万円 ９，６６４百万円

５．偶発債務  

①銀行借入金等に対する連帯保証  

 １２１百万円 １５４百万円 １９３百万円

②従業員の住宅ローンに対する 

 連帯保証 １,７２１百万円

 

２,０６０百万円 １,９０４百万円

合   計  １,８４３百万円 ２,２１５百万円 ２,０９７百万円
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摘    要 
当中間連結会計期間末

(18.8.31) 

前中間連結会計期間末 

(17.8.31) 

前連結会計年度 

(18.2.28) 

６．売掛債権等の流動化 当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、その他流動資産、

長期保証金（一年内含

む）残高は、売掛債権

等の流動化（信託方式

及び譲渡方式）により

それぞれ減少しており

ます。 

受取手形及び売掛金 

23,107百万円

その他流動資産 

1,402百万円

長期保証金（一年内含む）

2,114百万円

当中間連結会計期間末

の受取手形及び売掛

金、長期保証金（一年

内含む）残高は、売掛

債権等の流動化（信託

方式及び譲渡方式）に

よりそれぞれ28,821百

万円及び 2,893 百万円

減少しております。 

当連結会計年度末の受

取手形及び売掛金、長

期保証金（一年内含む）

残高は、売掛債権等の

流動化（信託方式及び

譲渡方式）によりそれ

ぞれ26,634百万円及び

2,688 百万円減少して

おります。 
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中間連結損益計算書注記 

 

摘    要 
当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

１．特別利益の内訳  

固 定 資 産 売 却 益 １，３１８百万円 １０百万円 ４,９７４百万円

関係会社株式売却益             ２５３百万円 ― ―

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ５７９百万円 ２百万円 １６百万円

貸 倒 引 当 金 戻 入 益             ― ９百万円 １２百万円

そ の 他             ７４百万円 ７８百万円 ３３８百万円

合      計 ２,２２６百万円 １００百万円 ５,３４２百万円

２．特別損失の内訳  

固 定 資 産 売 却 損             ８百万円  ４１百万円  ５０７百万円

固 定 資 産 除 却 損            ６６９百万円  １,４９９百万円  １,８８４百万円

固 定 資 産 評 価 損             ― ２０百万円 ２０百万円

原 状 回 復 費 用 ７１９百万円 ６９４百万円 １,１６１百万円

減 損 損 失             ― ２３百万円 ２３百万円

関係会社株式評価損             ― ２３９百万円 ９百万円

投資有価証券評価損             ０百万円 ２百万円 ２百万円

早期退職制度に伴う割増金 ８２７百万円 ― ―

事 業 構 造 改 革 損             ― ３,１５０百万円 ４,３８３百万円

そ の 他             ２８０百万円 ５６百万円 １５１百万円

合      計 ２,５０４百万円 ５,７２８百万円 ８,１４４百万円

３． 特別損失「固定資産評価損」

の内訳 

     ― 電話加入権に係る評価損で

あります。 

電話加入権に係る評価損で

あります。 

４． 特別損失「事業構造改革損」

の内訳 

     ― 早期退職制度に伴う割増金

1,680 百万円、事業再編に伴

う諸掛費945百万円及び棚卸

資産評価損524百万円であり

ます。 

早期退職制度に伴う割増金

3,205 百万円、及びたな卸資

産評価損524百万円等であり

ます。 

５．減損損失について     ― 連結子会社は、以下の資産

グループについて減損損失

を計上しました。 

（百万円） 

 場所 用途 種類
減損 

損失 

㈱ホテル 

ｼー ガル髙島屋

(大阪市港区）

ホテル 

ｼｽﾃﾑ 

無形固定

資産 

その他

23 

 

当連結会計年度において、

連結子会社は以下の資産グ

ループについて減損損失を

計上しました。 

（百万円）

場所 用途 種類
減損

損失

㈱ホテル 

ｼー ガル髙島屋 

（大阪市港区） 

ホテル

ｼｽﾃﾑ 

無形個

定資産

その他

23
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摘    要 
当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

  連結子会社は、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単

位として、主として店舗等を

基本単位としてグルーピン

グしております。営業活動か

ら生ずる損益が継続してマ

イナスとなる見込みである

資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失 23 百万

円として計上しました。 

なお、当該資産グループの

回収可能価額はないものと

しております。 

 

連結子会社は､キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単

位として、主として店舗を基

本単位としてグルーピング

しております。営業活動から

生ずる損益が継続してマイ

ナスとなる見込みである資

産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失 23 百万円

として計上しました。 

 なお、当該グループの回収

可能価額はないものとして

おります。 
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中間連結株主資本等変動計算書関係 

 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 309,024,920 18,400,000 ― 327,424,920

（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  公募増資による増加     16,000,000株 

  第三者割当増資による増加  2,400,000株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 779,022 12,319 1,010 790,331

（変動事由の概要） 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加  12,319株 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の売渡しによる減少   1,010株 

 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の種

類 

配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年５月23日 

定時株主総会 
普通株式 1,387,106 4.50 平成18年２月28日 平成18年５月24日

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 
株式の

種類 

配当の

原資 

配当金の総額

（千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月10日 

取締役会 

普通株

式 

利益剰

余金 
1,469,855 4.50 平成18年８月31日 平成18年11月20日

 

 

 

 

中間連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書上の現金及び現金同等物の中間期末残高と 

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

摘    要 
当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

現 金 及 び 預 金               ４９，４６２百万円 ７１,２１８百万円 ５２,５９３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △６０百万円 △２３６百万円 △９９７百万円

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４９，４０２百万円 ７０,９８２百万円 ５１,５９５百万円

 
 
 
 



－ 26 － 

リース取引に関係する注記 
１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 （借 主 側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 
（単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(18.8.31) 

前中間連結会計期間 
(17.8.31) 

前連結会計年度 
(18.2.28) 

機械装置及び運搬具 
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 
  減損損失累計額相当額 

 
５１６ 
４０４ 

― 

 
８０４ 
５８７ 

― 

 
７４７ 
５７９ 

― 
  中間期末(期末)残高相当額 １１２ ２１６ １６７ 
器 具 及 び 備 品          
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 
  減損損失累計額相当額 

 
９,０１４ 
６,０５０ 

８３ 

 
１０,４５１ 
６,６５２ 

１３４ 

 
１０,７８７ 
７,４３３ 

１３４ 
  中間期末(期末)残高相当額 ２,８８０ ３,６６４ ３,２１９ 
合 計           
  取 得 価 額 相 当 額           
  減価償却累計額相当額 
  減損損失累計額相当額 

 
９,５３１ 
６,４５４ 

８３ 

 
１１,２５５ 
７,２４０ 

１３４ 

 
１１,５３５ 
８,０１３ 

１３４ 
  中間期末(期末)残高相当額 ２,９９２ ３,８８１ ３,３８７ 

  （注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占め 
る割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

      
  ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額及びリース資産減損勘定中間期末（期末）残高（単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(18.8.31) 

前中間連結会計期間 
(17.8.31) 

前連結会計年度 
(18.2.28) 

１ 年 内             １,３０１ １,７７５ １,５４８ 
１ 年 超             １,７５０ ２,２０２ １,８９１ 
合 計             ３,０５２ ３,９７７ ３,４３９ 

リース資産減損勘定中間期末（期末）残高 ２７ ９６ ５１ 

  （注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産 
の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 
  ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失    （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(18.8.31) 

前中間連結会計期間 
(17.8.31) 

前連結会計年度 
(18.2.28) 

支 払 リ ー ス 料             ９５９ ９８０ ２,０６１ 
ﾘｰｽ資産減損勘定の取崩額 ２４ ３７ ８２ 
減 価 償 却 費 相 当 額             ９３５ ９４３ １,９７８ 
減 損 損 失              － ６ ６ 

   
④減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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（貸 主 側） 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末(期末)残高 
     該当事項はありません。 
 
   ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 
     該当事項はありません。 
   
  ③受取リース料及び減価償却費                          （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(18.8.31) 

前中間連結会計期間 
(17.8.31) 

前連結会計年度 
(18.2.28) 

受 取 リ ー ス 料            ― ３１６ ３１６ 
減 価 償 却 費            ― ３１６ ３１６ 

   
 
２． オペレーティングリース取引 
（借 主 側） 

・ 未経過リース料                                 （単位 百万円） 

摘    要 
当中間連結会計期間 

(18.8.31) 

前中間連結会計期間 
(17.8.31) 

前連結会計年度 
(18.2.28) 

１ 年 内             １３,９４０ １３,９４０ １３,９４０ 
１ 年 超             １２３,８６７ １３７,８０８ １３０,８３７ 
合 計             １３７,８０８ １５１,７４８ １４４,７７８ 
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セグメント情報 

１． 事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自平成18年3月1日 至平成18年8月31日）              （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業 金融業 
その他 

事業 
計 

消去 

又は全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

455,041

3,234

 

 

 

19,869 

 

2,804 

12,006

2,735

3,999

2,029

21,137

28,342

 

 

 

512,054 

 

39,146 

 

 

 

― 

 

(39,146) 

512,054

―

計 458,275 22,673 14,742 6,028 49,480 551,200 (39,146) 512,054

営 業 費 用       448,953 22,516 11,628 4,828 48,363 536,289 (39,057) 497,232

営 業 利 益 9,322 157 3,114 1,199 1,117 14,911 (89) 14,821

  （注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び金融業 

       に区分しました。 

２．前連結会計年度まで「百貨店業」に表示しておりました㈱サンローゼ・ピーアンドシーにつきましては、 

    ディベロッパー業へ業態変更したため、事業区分を「不動産業」に変更しました。なお、この変更に伴う 
    影響額は軽微であります。 

３．前連結会計年度まで「金融・リース業」に表示しておりました髙栄リース㈱につきましては、平成17年 

    3月をもってリース業を終了したため、事業区分名称を「金融業」へ変更しました。 

４．その他事業の主な内容は、通信販売事業、卸売業及び縫製業であります。 

５．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
 
    前中間連結会計期間 (自平成17年3月1日 至平成17年8月31日）                  （単位 百万円） 

 
百貨店業 建装事業 不動産業

金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去 

又は全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

営業収益 

(2)セグメント間の内部

営業収益又は振替高 

444,530

3,204

 

 

 

14,804 

 

1,835 

11,174

2,707

5,019

1,935

21,522

33,841

 

 

 

497,051 

 

43,524 

 

 

 

― 

 

(43,524) 

497,051

―

計 447,734 16,639 13,882 6,954 55,364 540,575 (43,524) 497,051

営 業 費 用       437,803 16,370 11,027 5,886 55,050 526,139 (43,472) 482,667

営 業 利 益 9,930 269 2,854 1,067 313 14,435 (51) 14,384

  （注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び 

金融・リース業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
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  前連結会計年度（自平成17年3月1日 至平成18年2月28日）               （単位 百万円） 
 

百貨店業 建装事業 不動産業
金融・ 

リース業

その他 

事業 
計 

消去又は 

全社 
連 結 

営業収益及び営業損益 

営 業 収 益 

(1)外部顧客に対する 

  営業収益 

(2)セグメント間の 

内部営業収益又は振替高 

 

 

 

928,182 

 

6,496 

 

 

 

26,906 

 

3,994 

22,751

5,492

8,822

4,130

44,488

66,115

 

 

 

1,031,150 

 

86,229 

 

 

 

― 

 

(86,229) 

1,031,150

―

計 934,678 30,900 28,243 12,953 110,603 1,117,380 (86,229) 1,031,150

営 業 費 用       911,477 30,378 22,582 10,590 109,374 1,084,403 (86,008) 998,395

営 業 利 益        23,201 522 5,661 2,362 1,229 32,976 (221) 32,755

（注）１．事業区分は、商品、役務の種類・性質等を勘案し、百貨店業、建装事業、不動産業及び 

金融・リース業に区分しました。 

２．その他事業の主な内容は、通信販売事業、衣料品等卸売業及び縫製業であります。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

   
２．所在地別セグメント情報 

 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における所在地別セグメント情報は、日本での

営業収益の金額が、全セグメントの営業収益の合計額の90％超であるため、記載を省略しております。 
 
３．海外営業収益 
 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における海外営業収益は、連結営業収益の10％

未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－ 30 － 

生産受注及び販売の状況 

（１）生産実績 
   （単位 百万円） 

生     産     高 
事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31）

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31) 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28）

建 装 事 業                

そ の 他 事 業              
１５,１９７

４５０

１１,４１８ 

６４７ 

２３,３０６

１,０７８

合         計 １５,６４８ １２,０６６ ２４,３８４

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．金額は、販売価格によっております。  
４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 
 

（２）受注実績 
（単位 百万円） 

受  注  高 受 注 残 高 事業の種類別 
セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31）

前中間連結会計期間

（17.3.1～17.8.31）

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28）
当中間連結会計期間

（18.3.1～18.8.31）

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28）

建装事業 １６,８０４ ９,９５２ ２０,４５５ １１,４７２ １１,８０５ １１,４７１

合   計 １６,８０４ ９,９５２ ２０,４５５ １１,４７２ １１,８０５ １１,４７１

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
   ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ３．その他事業は、見込み生産を行っておりますので、受注高・受注残高は含めておりません。 

４．上記以外の事業の種類別セグメントについては該当事項はありません。 
 

（３）販売実績 
（単位 百万円） 

販     売     高 
事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31）

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28）

百 貨 店 業              
建 装 事 業              
不 動 産 業              
金 融 業               
そ の 他 事 業              

４５５,０４１

１９,８６９

１２,００６

３,９９９

２１,１３７

４４４,５３０ 

１４,８０４ 

１１,１７４ 

５,０１９ 

２１,５２２ 

９２８,１８２

２６,９０６

２２,７５１

８,８２２

４４,４８８

合         計 ５１２,０５４ ４９７,０５１ １,０３１,１５０

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．販売高には、営業収益を記載しております。 
４．前連結会計年度まで｢金融・リース業｣に表示しておりました髙栄リース㈱につきましては、平成１７年 

  ３月をもってリース業を終了したため、事業区分名称を｢金融業｣へ変更しました。 
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有価証券 

 

１．時価のある有価証券 

（単位 百万円） 

区 分 
当中間連結会計期間 

（18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.8.31） 

前連結会計年度 

（18.2.28） 

(1)満期保有目的の債券 

中間連結

貸借対照

表計上額
時 価 差 額 

中間連結

貸借対照

表計上額 
時 価 差 額 

連結貸借

対照表計

上額 
時 価 差 額 

①国債・地方債 

②社    債 

10,513

－

10,635 

－ 

122

－

9,493

－

9,830

－

336

－

9,508 

－ 

9,622

  －

113

－

計 10,513 10,635 122 9,493 9,830 336 9,508 9,622 113

(2)その他有価証券 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額 
差 額 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額 
差 額 取得原価 

連結貸借

対照表計

上額 
差 額 

①株 式 

②債 券 

国債・地方債 

社 債 

17,817

19

－

60,213 

 

19 

 

42,396

△0

－

17,926

19

－

45,223

19

－

27,297

0

－

17,931 

 

19 

－ 

62,810

19

－

44,879

△0

   －

計 17,837 60,233 42,395 17,945 45,243 27,297 17,951 62,830 44,879

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位 百万円） 

内 容 
当中間連結会計期間 

（18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.8.31） 

前連結会計年度 

（18.2.28） 
(1)子会社及び関連会社株式 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 26,791 23,560 26,374

計 26,791 23,560 26,374

(2)その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額  中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 6,139 6,153 6,191

計 6,139 6,153 6,191

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

また、下落率が30％～50％の株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・

最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付けや公表財

務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 
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デリバティブ取引関係 

 
当中間連結会計期間末 （平成18年8月31日） 
（１）通貨関連 

ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 

（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 
前中間連結会計期間末 （平成17年8月31日） 
（１）通貨関連 

ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 

（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 
前連結会計年度末 （平成18年2月28日） 

（１）通貨関連 
ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 
 

（２）金利関連 
   ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

 

 

 

 

ストック・オプション等関係 

 該当事項はありません。 
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１株当たり情報 

 

当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 1株当たり純資産額 

８０９円９８銭  ６６７円３７銭  ７３７円２５銭

1株当たり中間純利益 1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益 

２９円８６銭 ２５円５１銭 ６８円７６銭

潜在株式調整後 

1株当たり中間純利益 

２８円６１銭 

 

潜在株式調整後 

1株当たり中間純利益 

２４円３８銭

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

６５円７５銭

（注）算定上の基礎 

 １ 1株当たり純資産額 

当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

中間連結貸借対照表の純資産の部

の合計額 

― ― 

２６５,１６２百万円 

普通株式に係る純資産額 ― ― 

２６４,５６８百万円 

中間連結貸借対照表の純資産の部

の合計額と1株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式に係る中

間連結会計期間末の純資産額との

差額の主な内容 

― ― 

少数株主持分   ５９３百万円 

普通株式の発行済株式数 ― ― 

３２７,４２４,９２０株 

普通株式の自己株式数 ― ― 

７９０,３３１株 

1株当たり純資産の算定に用いられ

た普通株式の数 

― ― 

３２６,６３４,５８９株 
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 ２ 1株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益 

当中間連結会計期間 

（18.3.1～18.8.31） 

前中間連結会計期間 

（17.3.1～17.8.31） 

前連結会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

中間連結損益計算書上の中間純利

益 

中間連結損益計算書上の中間純利

益 

連結損益計算書上の当期純利益 

９,７４１百万円 ７,８６２百万円 ２１,１９２百万円

普通株式に係る中間純利益 普通株式に係る中間純利益 普通株式に係る当期純利益 

９,７４１百万円 ７,８６２百万円 ２１,１９２百万円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数 

３２６，２３９，８０５株 ３０８，１５６，６３６株 ３０８，１８２，８００株

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた中間純利

益調整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた中間純利

益調整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた当期純利

益調整額の主要な内訳 

社債発行差金の償却益 

（税額相当額控除後） 

△６百万円 △６百万円 △１４百万円

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式

増加数の主要な内訳 

転換社債型新株予約権付社債 

１３，９６２，４８３株 １４，０５３，８０３株 １３，９１３，２６５株

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご参考 

 公 開 方 法   東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表） 

           東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表） 
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